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未 来 に 先 手 を  社 会 に 打ち 手 を
〈みずほ〉は、1873年に日本で初めての銀行「第一国立銀行」として創業以来、いつの時代も日本の産業構造転換を支え、社会をリードしてきました。
世の中の変化を先読みする「産業知見と技術の目利き力」、産官学のネットワークを背景にした「事業や技術をつなぐ力」、そして長年の資金の出し手
としての経験に裏打ちされた「ファイナンスアレンジ力」。これら〈みずほ〉の強みを活かし、「ともに挑む。ともに実る。」というパーパスのもと、社会課題
解決と企業価値向上の両立によるサステナブルな未来の実現に向けて、お客さまとともに取り組んでいます。

○上記は、「SDGs推進サポートローン／私募債」を2022年10月1日～2024年3月31日に、その他記載商品を2022年1月1日～2024年3月31日にご利用いただいたお客さまの一部です。 ○「SDGs推進サポートローン／私募債」は、SDGsへの取り組み意義・課題の明確化や、目標設定・施策立案の
サポートを付帯して提供する融資です。「Mizuho Eco Finance」は、お客さまの気候変動への取り組みを評価し、積極的に取り組む企業に対し、資金調達や助言を通じて更なる取り組みを支援する融資です。「Mizuhoポジティブ・インパクト・ファイナンス」は、企業が与える社会的インパクトを
包括的かつ定量的に評価し、ポジティブ・インパクトの創出およびネガティブ・インパクトの低減に向けた取り組みの継続的な支援を目的とした融資です。「みずほサステナビリティ・リンク・ローン／私募債 PRO」は、サステナビリティのテーマ毎に、国際イニシアチブや政府等の各種認証の中から
特に重要性が高いと考えられる指標を設定し、お客さまのサステナビリティ戦略等に基づき適切な目標設定とその測定ができる独自フレームワークによる融資です。「みずほグリーン／サステナビリティ不動産ノンリコースローン」は、グリーン／ソーシャルローン原則に準じた独自の評価フレーム
ワークで、お客さまが不動産ファンドビジネスを通じて取得する不動産やその管理・運用による環境や社会への影響を評価して認証を行う融資です。「Mizuho 人的資本経営インパクトファイナンス」は、人的資本に関する情報開示のガイドラインを参考にした独自の評価手法を用いて、人的
資本経営に関する可視化・開示と実践の取り組みをスコアリングし、一定のスコア以上を満たしたお客さまに対する融資です。 
○ご利用にはみずほ銀行所定の審査が必要となります。またご利用に際し、所定の手数料をいただく場合があります。商品の詳細等は、お近くのみずほ銀行の支店・法人部・営業部へお気軽にお問い合わせください。 ○みずほ銀行は、お客さまとの間に生じた苦情・紛争の取扱に関して、銀行法上の
「指定紛争解決機関」である一般社団法人全国銀行協会と契約を締結しております。《ご連絡先》全国銀行協会相談室 0570-017109（ナビダイヤル）または 03-5252-3772 ○みずほ銀行の承諾のない本著作物の全部または一部の転載、複製、改変は禁止いたします。
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SDGs推進サポートローン／私募債
お客さまのSDGs推進（課題明確化・目標設定）をサポート

Mizuho Eco Finance
お客さまの気候変動への取り組みを評価・支援

Mizuhoポジティブ・インパクト・ファイナンス／
Mizuhoポジティブ・インパクト・ファイナンスPRO

事業活動による環境・社会へのインパクトを分析・評価・支援

みずほサステナビリティ・リンク・ローン／
私募債PRO

適切なサステナビリティ目標の設定と測定が可能な独自のフレームワーク

Mizuho 人的資本経営インパクト
ファイナンス

独自開発した評価手法で人的資本経営の取り組みを評価・支援

グリーンローン
環境に配慮した事業を支援

ソーシャルローン
社会課題の解決に資する事業を支援

トランジション・ローン／
トランジション・リンク・ローン

長期的な戦略に則った温室効果ガス削減の取り組みを支援

サステナビリティローン／
サステナビリティ・リンク・ローン

環境・社会課題の解決に資する事業／企業を支援

ブルーサステナビリティローン
海洋保護や持続可能な水産業・食の安定供給に資する事業を支援

みずほグリーン／サステナビリティ
不動産ノンリコースローン

不動産やその管理・運用による環境・社会への影響を評価・支援

〈みずほ〉のサステナビリティの取り組みは、株式会社みずほフィナンシャルグループのSXに関するウェブサイトをご覧ください。
株式会社みずほフィナンシャルグループは株式会社みずほ銀行の持株会社です。
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開発特定目的会社
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虎ノ門一丁目東地区
市街地再開発組合
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